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（総    則）

第１条　平成26年度宇陀市水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) ５，７３０ 戸

(2) １，７９５，０００ ｍ３

(3) ４，９１８ ｍ３

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入

第１款 ６３８，０００ 千円

第１項 ３９０，７６１ 千円

第２項 ２４７，２２９ 千円

第３項 １０ 千円

支　　　　　　出

第１款 ６３８，０００ 千円

第１項 ５７４，０９８ 千円

第２項 ４９，５１２ 千円

第３項 １３，３９０ 千円

第４項 １，０００ 千円

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

平成26年度　宇陀市水道事業特別会計予算

水 道 事 業 収 益

水 道 事 業 費 用

営 業 外 収 益

特 別 利 益

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量

営 業 収 益
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額８１，０６５千円

は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８５千円及び過年度分損益勘定留保資金８０，９８０千円で補てんするもの

とする。）。

収　　　　　　入

第１款 ５，５８２ 千円

第２項 ５，５６２ 千円

第６項 ２０ 千円

支　　　　　　出

第１款 ８６，６４７ 千円

第１項 ２６，９３５ 千円

第２項 ５９，７１２ 千円

（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)

(2)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流

用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) １９６，９３０ 千円

(2) １０ 千円

分 担 金

他 会 計 補 助 金

資 本 的 支 出

資 本 的 収 入

収益的支出における各項間の流用

資本的支出における各項間の流用

交 際 費

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

職 員 給 与 費
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（他会計からの補助金）

第８条　他会計から補助金を受ける金額は、次のとおりと定める。　

(1) １２５，７００ 千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、８，０００千円と定める。　

平成26年3月4日提出

奈良県宇陀市長　竹内　幹郎

簡易水道施設管理に係る簡易水道事業特別会計からの補助金
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収　　　　　入

款 項 目 予　　定　　額（千円） 備　　　　考

1. 水 道 事 業 収 益 638,000

1. 営 業 収 益 390,761

1. 給 水 収 益 389,000

2. 受 託 工 事 収 益 10

3. そ の 他 営 業 収 益 1,751

2. 営 業 外 収 益 247,229

1. 受 取 利 息 2,500

2. 他 会 計 補 助 金 127,160

3. 雑 収 益 9,405

4. 長期前受金戻入益 108,164

3. 特 別 利 益 10

1. 固 定 資 産 売 却 益 10

平成26年度　宇陀市水道事業特別会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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支　　　　　出

款 項 目 予　　定　　額（千円） 備　　　　考

1. 水 道 事 業 費 用 638,000

1. 営 業 費 用 574,098

1. 原 水 及 び 浄 水 費 227,910

2. 配 水 及 び 給 水 費 26,368

3. 受 託 工 事 費 10

4. 総 係 費 85,399

5. 減 価 償 却 費 212,311

6. 資 産 減 耗 費 20,100

7. そ の 他 営 業 費 用 2,000

2. 営 業 外 費 用 49,512

1. 支 払 利 息 24,296

2. 消 費 税 20,000

3. 雑 支 出 5,216

3. 特 別 損 失 13,390

1. 固 定 資 産 売 却 損 300

2. 過年度損益修正損 500

3. そ の 他 特 別 損 失 12,590

4. 予 備 費 1,000

1. 予 備 費 1,000
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資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目 予　　定　　額（千円） 備　　　　考

1. 資 本 的 収 入 5,582

2. 分 担 金 5,562

1. 分 担 金 5,562

6. 他 会 計 補 助 金 20

1. 他 会 計 補 助 金 20

支　　　　　出

款 項 目 予　　定　　額（千円） 備　　　　考

1. 資 本 的 支 出 86,647

1. 建 設 改 良 費 26,935

1. 営 業 設 備 費 3,806

2. 水 道 建 設 事 業 費 21,552

3. リ ー ス 資 産購 入費 1,577

2. 企 業 債 償 還 金 59,712

1. 企 業 債 償 還 金 59,712

－208－



（単位　千円）

１業務活動によるキャッシュフロー

　当年度純利益 3,026

　減価償却費 212,311

　固定資産除却費 20,000

　賞与等引当金の増加額 12,400

　貸倒引当金の増加額（△は減少） 500

　長期前受金戻入額 △108,164

　受取利息 △2,500

　支払利息 24,296

　固定資産売却損（△は益） 300

　営業及び営業外未収金の減少額（△は増加） 1,334

　たな卸資産の増加額（△は増加） △343

　営業及び営業外未払金・未払費用の減少額（△は減少） △44,437

　その他流動負債の減少額 △3,261

　その他流動資産の減少額 274

　小計 115,736

　受取利息 2,500

　支払利息 △24,296

　業務活動によるキャッシュフロー① 93,940

２投資活動によるキャッシュフロー

　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △25,031

　他会計補助金による収入 20

　分担金による収入 5,150

　投資活動によるキャッシュフロー② -19,861

３財務活動によるキャッシュフロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △59,712

　リース債務の支払 △1,577

　財務活動によるキャッシュフロー③ -61,289

　現金預金の増加額　④=①+②+③ 12,790

　現金預金の期首残高 919,621

　現金預金の期末残高 932,411

平成２６年度  　宇陀市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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（単位 千円）

1 .

(1)

イ . ２１１，４８５

ロ . ２８８，２０８

△ １２３，４６３ １６４，７４５

ハ . ７，２０５，３４４

△ ３，１８０，０５７ ４，０２５，２８７

ニ . ５５０，７９５

△ ４４０，１１８ １１０，６７７

ホ . ３２，６３４

△ １４，０６１ １８，５７３

ヘ . ２８，２６９

△ ２６，２０１ ２，０６８

ト . ７，０８３

△ ５，６３５ １，４４８

チ . ５，３７５

△ ９６８ ４，４０７

リ . １，０００

４，５３９，６９０

(2)

イ . ５９１

５９１

４，５４０，２８１

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

量 水 器

減 価 償 却 累 計 額

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

（平成27年3月31日）

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品

平成２６年度　宇陀市水道事業予定貸借対照表
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2 .

(1) ９３２，４１１

(2) １９，２１０

△ ５００ １８，７１０

(3) ９，８００

９６０，９２１

５，５０１，２０２

3 .

(1) ９４９，１４１

(2)

イ . ６８，９４６ ６８，９４６

(3) ２，４９５

１，０２０，５８２

4 .

(1) ２６，７７０

(2) ３００

(3) ３６，３００

(4) ３６，８１０

(5) ６２，０６４

(6) １，５７６

(7)

イ . １３，４００ １３，４００

１７７，２２０

流 動 資 産

前 受 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 動 資 産 合 計

流 動 負 債 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

引 当 金

修 繕 引 当 金

リ ー ス 債 務

預 り 金

貸 倒 引 当 金

企 業 債

リ ー ス 債 務

企 業 債

引 当 金

資 産 合 計

賞 与 等 引 当 金

未 払 金

未 払 費 用
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5 .

(1) ４，６６９，５２４

(2) △ ２，４０４，７６８ ２，２６４，７５６

２，２６４，７５６

３，４６２，５５８

6 .

(1) ７５，０００

(2) １，０１９，９００

１，０９４，９００

7 .

(1) ２，７９７

(2)

イ . １２６，０００

ロ . ６５，０００

ハ . １０１，０００

ホ . ６４８，９４７

９４０，９４７

９４３，７４４

２，０３８，６４４

５，５０１，２０２

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計

繰 延 収 益 合 計

繰 入 資 本 金

負 債 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

固 有 資 本 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

繰 延 収 益

利 益 剰 余 金 合 計
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（単位　千円）

1 .

(1) ３６０，０９５

(2) １０ 　

(3) １，４２３ ３６１，５２８

2 .

(1) ２１４，８３３

(2) ２４，２６７

(3) ０

(4) ８０，２４８

(5) １２２，０００

(6) ３，１００

(7) １，４２９ ４４５，８７７

８４，３４９

3 .

(1) ２，６８５

(2) １１６，１４０ 　

(3) ６，５２４ １２５，３４９

4 .

(1) ２４，６８７

(2) １１，１１４ ３５，８０１ ８９，５４８

５，１９９

5 .

(1) ２９ ２９ ２９

５，１７０

５，２００

１０，３７０

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

営 業 外 収 益

受 取 利 息

補 助 金

雑 収 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

平成25年度　宇陀市水道事業予定損益計算書（前年度分）

経 常 利 益

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

当年度未処分利益剰余金

（平成25年4月1日から平成26年3月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出
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（単位 千円）

1 .

(1)

イ . ２１１，４８５

ロ . ２８８，２０８

６０，９０８ ２２７，３００

ハ . ７，２０４，１３７

１，５６０，６０６ ５，６４３，５３１

ニ . ５５０，７９５

２５０，５６５ ３００，２３０

ホ . ２９，８９１

１３，７４２ １６，１４９

ヘ . ２７，４８８

２６，１５０ １，３３８

ト . ７，０８３

５，１６７ １，９１６

６，４０１，９４９

(2)

イ . ５９１

５９１

６，４０２，５４０

（平成26年3月31日）

平成25年度　宇陀市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

量 水 器

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具
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2 .

(1) ９１９，６２１

(2) ２０，５４４

(3) ９，４５７

９４９，６２２

７，３５２，１６２

3 .

(1)

イ . ６８，９４６

６８，９４６

4 .

(1) ７１，０００

(2) ５０７

(3) ３６，３００

(4) ４０，０７１

１４７，８７８

２１６，８２４

5 .

(1)

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

自 己 資 本 金

未 払 金

未 払 費 用

前 受 金

固 定 負 債 合 計

預 り 金

流 動 資 産

流 動 負 債

引 当 金

修 繕 引 当 金

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計
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イ . ７５，０００

ロ . １，０１９，９００ １，０９４，９００

(2)

イ . １，０７０，９１７

２，１６５，８１７

6 .

(1)

イ . ７６２，０４１

ロ . ３，１８３，０９０

ハ . ４２，０００

ニ . ２，１４７

ホ . ６７０，４４８

ヘ . ７，０４４

ト . ２９５

チ . ８６

４，６６７，１５１

(2)

イ . １２６，０００

ロ . ６５，０００

ハ . １０１，０００

ニ . １０，３７０

３０２，３７０

４，９６９，５２１

７，１３５，３３８

７，３５２，１６２

利 益 剰 余 金 合 計

そ の 他 諸 収 入

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

繰 入 資 本 金

借 入 資 本 金

資 本 剰 余 金

分 担 金

工 事 負 担 金

企 業 債

資 本 金 合 計

剰 余 金

固 有 資 本 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

そ の 他 補 助 金
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注 記

Ⅰ 重要な会計方針

  当年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。  

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法
  先入先出法による原価法とする。
２ 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く。）
  ・減価償却の方法 定額法
  ・主な耐用年数
   建物 7～50年 構築物 10～60年 機械及び装置 8～15年 車両運搬具 4～5年 工具、器具及び備品 2～15年 
（2）リース資産 
  ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一方法による。 

 ３ 引当金の計上方法 
（1） 賞与等引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
（2） 貸倒引当金 

債権不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。 
 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 
   税抜方式によっている。 
Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書等関連 
  重要な非資金取引 
   該当なし。 
Ⅲ リース契約により使用する固定資産 
  リース資産の処理方法 
   リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。なお、総額が３０

０万円未満の取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 
Ⅳ その他の注記 
新会計基準移行に係る経過措置 
(1) 修繕引当金に関する経過措置 
 平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

(2) みなし償却制度の廃止にともなう経過措置 
 平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、 

   平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握し整理している。 
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給   与   費   明   細   書

1.総　　括 （単位　千円）

職　員　数（人） 給　　　　　与　　　　　費

特別職 一般職 報  酬 給  料 賃  金 手  当  計

( ― )
１８

( ― )
　２

( ― )
２０

( ― )
１９

( ― )
　２

( ― )
２１

( ― )
△１

( ― )
　０

( ― )
△１

備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

区　　　分

前

年

度

比

較

資本勘定支弁職員

合　　　　計

―

―

―

―

―

合　　　　計

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

―

―

損益勘定支弁職員

５，６０８ ２０，９９８

損益勘定支弁職員

―

―

本

年

度 合　　　　計

資本勘定支弁職員

― ８４ ７８，６０７

５５，２９２ １９６，９３０

合　　計

２１，００１

４９，３５７ １７５，９２９

法定福利費

― ４７，８８１ １２６，５７２

１５，０６６ ５，９３５９，２０６ ― ５，８６０

８４ ８２，８００ ― ５１，４００

８４ ８７，８１３ ― ５３，７４１ １４１，６３８

１３４，２８４ ５０，６５０ １８４，９３４

― ９，１７６ ― ６，２１４ １５，３９０

２０５，９３２

０ △４，１９３ ― △３，５１９ △７，７１２ △１，２９３ △９，００５

８４ ９１，９７６

― △３５４

１４９，６７４ ５６，２５８― ５７，６１４

△３２４ ３２７ ３

０ △４，１６３ ― △３，８７３ △８，０３６ △９６６ △９，００２

― ３０

区  分 扶養手当 管理職手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 住居手当 地域手当 宿日直手当 合　　計

本年度 ４，２３６ ２，０５８ ６，４００ ９９８ １６，０７７ ７，９８３ １８０ ２，８５７ ４４０ １，４８０ １００ ４３２ １０，５００ ５３，７４１

前年度 ４，９４４ ２，０５８ ６，４００ １，１０３ ２４，７２０ １２，３３８ １７４ ３，００９ ４４０ １，８６０ １００ ４６８ ０ ５７，６１４

比　較 △７０８ ０ ０ △１０５ △８，６４３ △４，３５５ ６ △１５２ ０ △３８０ ０ △３６ １０，５００ △３，８７３

（単位　千円）

手

当

の

内

訳

管理職員特
別勤務手当

特殊勤務
手　　当

時間外勤
務

手     当
児童手当

賞与引当金
繰入額
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2.給料及び手当の増減額の明細

区　　分

3.給料及び手当の状況

（1）職員一人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

（2）初　　任　　給
一般会計の制度

一般行政職（円） 技能労務職（円）

３８０，１０８

技　能　労　務　員
企　業　職　（二）

職　　　　　　　員
企　業　職　（一）

４１７，２８０

　４９

３００，９４７

３６３，９９７ ３１４，５３５

１７０，２７２

　４８

４０６，０２０

１３７，６０８

１４８，２７４

１６３，９８７

１３７，６０８

３５８，３２７

　４９

１４８，２７４

４３９

△４，３１２人 事 異 動 等

定 期 昇 給

１７０，２７２

１３７，６０８

１４８，２７４

１６３，９８７

１３７，６０８

平成２５年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

定 期 昇 給

定期昇給にともなう増加

定期昇給にともなう増加

人事異動による職員の減少等

短　　大　　卒

区　　　分

平 均 年 齢

企 業 職 （一）（円） 企 業 職 （二）（円）

１４８，２７４

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

　４８．７４

平成２６年１月１日現在

大　　学　　卒

増減額（千円） 増　減　事　由　別　内　訳（千円）

３３８，７９９

高　　校　　卒

手　　当

給　　料

区　　　　　　　　　　　分

△４，１６３

△３，８７３

説　　　　　　明

人 事 異 動 等 △５，４８９

１，３２６

人事異動による職員の減少等
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（3）級　別　職　員　数

級 職員数（人） 構成比（％） 号 職員数（人） 構成比（％）

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１ 　５．５５６ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

４ ２２．２２２ １ ５０．００

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

３ １６．６６７ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１０ ５５．５５６ １ ５０．００

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

― 　― ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

― ― ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

― ― ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１８　 １００．００　 ２ １００．００

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１ 　５．２６３ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

４ 　２１．０５３ １ ５０．００

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

４ ２１．０５３ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

９ 　４７．３６８ １ ５０．００

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１ 　５．２６３ ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

― ― ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

― ― ― ―

（　―　） （　―　） （　―　） （　―　）

１９　 １００．００　 ２ １００．００
備考　（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

計

２　　級

　１～　２５号

　２６～５０号

５１～７５号３　　級

平成２５年１月１日現在

１２６～１５０号

１０１～１２５号

７　　級 １５１号以上

７６～１００号

計

４　　級

１　　級

２　　級 　２６～５０号

１　　級

４　　級

計

５１～７５号３　　級

５　　級

６　　級

　１～　２５号

６　　級 １２６～１５０号

５　　級 １０１～１２５号

７６～１００号

区　　　　　分 企　　　業　　　職（一） 企　　　業　　　職（二）

平成２６年１月１日現在

７　　級

計

１５１号以上

（級別の標準的な職務内容）

区　　　　　　分 １　　級 ２　　級 ３　　級 ４　　級 ５　　級 ６　　級 ７　　級

企　業　職（一）

主　事
技　師
主事補
技師補

主　事
技　師

主　査
課長補佐
主　　任

課　　長
課長補佐
主　　任

次　　長
課　　長

局　　長
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(4)　昇　　　　給

区 分 合 計 企業職（一） 企 業 職 （ 二 ）

本

年

度

職　員　数（Ａ）　　　　   (人) 20 18

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人)

３号給　(人) 0

0

２号給　(人) 0 0 0

0

75.0 77.8 50.0

0

0 0

7 6

比率　(B)／(A)　　　　　 (％) 100.0

2

昇給に係る職員数（Ｂ）　　（人） 15 14 1

比率　(B)／(A)　　　　　 (％)

４号給　(人) 15 14 1

前

年

度

職　員　数(Ａ) 　　　　   (人) 21 19

号 給 数 別 内 訳

１号給　(人)

100.0 100.0

0

0 0

３号給　(人) 0

0

４号給　(人) 14 13 1

2

昇給に係る職員数（Ｂ）　　（人） 21 19 2

２号給　(人) 1

0

（5）特　殊　勤　務　手　当

区　　　　　　分

　給料総額に対する比率（％）

　支給対象職員の比率（％）
　（平成26年１月１日現在）

　支給対象職員１人当たり平均支給月額（円）

　代表的な特殊勤務手当の名称

３，０００

５５．５６

３，０００

　浄水場勤務手当

１００．００

３，０００

６０．００

　０．４９

全　　職　　種 事　務　・　技　術　職 技　能　労　務　職

０．９４　０．４５
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（6）期　末　・　勤　勉　手　当

6　月　（月分） 12月　（月分）

本　　年　　度 1.90 2.05 3.95 有

前　　年　　度 1.90 2.05 3.95 有

一般会計の制度 1.90 2.05 3.95 有

備　考区　　　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分）
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

（7）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最　高　限　度

（月分） （月分） （月分） （月分）

55.86

区　　　　分

一般会計の制度
（支給率等）

支　給　率　等

28.7875
・定年前早期退職特例措置
（2％～20％）

38.955 55.86

備　考

28.7875 38.955 55.86 55.86

その他の加算措置等

・定年前早期退職特例措置
（2％～20％）

（8）そ　の　他　の　手　当

区　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶　　　養　　　手　　　当 同　　　　　　　　じ ―

地　　　域　　　手　　　当 同　　　　　　　　じ ―

住　　　居　　　手　　　当 同　　　　　　　　じ ―

通　　　勤　　　手　　　当 同　　　　　　　　じ ―
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平成26年度　宇陀市水道事業特別会計予算説明書

収　益　的　収　入　及　び　支　出
収 入 の 部 （単位　千円）

本 年 度 前 年 度 比 較 節
款 項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区　　分 金　　額 説 明

1.水道事業収益 638,000 517,000 121,000

1.営業収益 390,761 389,760 1,001

1. 給 水 収 益 389,000 388,000 1,000
1. 水 道 料 金 389,000 水道料金

2. 受託工事収益 10 10
1. 受 託 工 事 10
収 益

3. そ の 他 1,751 1,750 1
営 業 収 益

1. 材 料 売 却 1,500
収 益 ﾚﾐﾌｧﾙﾄ

その他の材料
2. 手 数 料 151 設計及び竣工検査手数料

指定工事店申請手数料
3. 雑 収 益 100 漏水修理等

2.営業外収益 247,229 127,230 119,999

1. 受 取 利 息 2,500 2,300 200
1. 預 金 利 息 2,500 定期預金利子

2. 他会計補助金 127,160 116,140 11,020
1. 127,160 簡易水道施設管理受託に係る補助

金
125,700

児童手当支給に係る一般会計補助
金

1,460

3. 雑 収 益 9,405 8,790 615
1. 雑 収 益 9,405 下水道料金事務受託料 5,974

簡易水道料金事務受託料等 3,431

4.
長期前受金戻
入 益 108,164 0 108,164

1. 国庫補助金
長期前受金
戻 入 益

21,266

他会計補助金
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2. 他会計補助
金長期前受
金 戻 入 益

520

3. その他補助
金長期前受
金 戻 入 益

30

4. 工事負担金
長期前受金
戻 入 益

69,200

5. 他会計負担
金長期前受
金 戻 入 益

1,020

6. 分担金長期
前受金戻入

益

16,123

7. その他諸収
入長期前受
金 戻 入 益

5

3.特別利益 10 10
1. 固 定 資 産 10 10
売 却 益

1. 固 定 資 産 10
売 却 益
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支 出 の 部 （単位　千円）
本 年 度 前 年 度 比 較 節

款 項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区　　分 金　　額 説　　　　　　明

1.水道事業費用 638,000 517,000 121,000

1.営業費用 574,098 474,970 99,128

1. 原 水 及 び 227,910 235,560 7,650
浄 水 費

1. 給 料 46,119 工務課・浄水課職員給料
2. 手 当 22,956 扶養手当 2,298

管理職手当 756

時間外勤務手当 4,000

通勤手当 596

期末手当 7,967

勤勉手当 3,958

住居手当 114

地域手当 1,497
宿日直手当 170
児童手当 1,200
管理職員特別勤務手当 40
特殊勤務手当 360

4. 法定福利費 27,803 職員共済組合負担金 16,915

公務災害補償基金負担金 92

退職手当負担金 10,796
5. 旅 費 120 出張旅費
6. 被 服 費 104 作業服等
7. 備消耗品費 623 原水浄水施設管理用消耗品代
8. 燃 料 費 160 Ａ重油代
9. 通信運搬費 1,100 専用電話回線使用料
10. 委 託 料 5,413 水質自動測定機器等整備点検委託料

電気保安管理業務委託料

自家用発電機整備委託料

桧牧浄水場夜間保安業務委託料等
11. 手 数 料 980 水質検査手数料
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12. 修 繕 費 2,600 浄水施設修繕費
13. 動 力 費 13,000 浄水場電力料　
14. 薬 品 費 2,982 ﾎﾟﾘ塩化ｱﾙﾐﾆｳﾑ

次亜塩素
苛性ｿｰﾀﾞ
試薬等

15. 負 担 金 676

16. 受 水 費 96,174 県水受水費　　685,000 ×130円×1.08

17. 7,100 期末手当 4,000

勤勉手当 2,000

職員共済組合負担金 1,100

2. 配 水 及 び 26,368 26,100 268
給 水 費

1. 備消耗品費 400 配水施設管理用消耗品代

2. 燃 料 費 331 公用車ｶﾞｿﾘﾝ代 171
軽油・混合油代等 160

3. 委 託 料 4,051 管末水質検査委託料
量水器取替委託料
空調システム保守点検委託料他

4. 賃 借 料 412 水道施設用地借地代
公用車ﾘｰｽ料

5. 修 繕 費 9,474 給配水管施設等修繕費
漏水修理

公用車車検修理代等

6. 路面復旧費 200 本復旧費
仮復旧費

7. 動 力 費 10,000 各配水施設電力料

8. 材 料 費 1,500 漏水修理材料代

3. 受 託工事費 10 10
1. 委 託 料 10 給水装置工事委託料

奈良広域水質検査ｾﾝﾀｰ組合負担金

賞与等引当
金繰入額
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本 年 度 前 年 度 比 較 節

款 項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区　　分 金　　額 説　　　　　　明

4. 総 係 費 85,399 86,200 801
1. 給 料 32,488 局長・総務課職員給料
2. 手 当 14,425 扶養手当 1,056

管理職手当 1,302

時間外勤務手当 1,600

通勤手当 352

期末手当 5,640

勤勉手当 2,846

住居手当 42

地域手当 1,057

宿日直手当 210

児童手当 260

管理職員特別勤務手当 60

3. 報 酬 84 運営協議会委員報酬　
4. 法定福利費 19,654 職員共済組合負担金 12,026

公務災害補償基金負担金 64

退職手当負担金 7,564

5. 旅 費 30 出張旅費

6. 報 償 費 50 水道週間応募作品参加賞等
7. 被 服 費 130 作業服等
8. 備消耗品費 1,181 事務及び管理用消耗品代
9. 燃 料 費 818 冷暖房用灯油代

公用車ｶﾞｿﾘﾝ代

10. 光 熱 水 費 37 ｶﾞｽ使用料等
11. 印刷製本費 640 水道料金関係印刷代等
12. 通信運搬費 956 電話料金 315

郵送料及び放送視聴料等 641
13. 委 託 料 6,412 検針業務委託料

料金・会計ｼｽﾃﾑ保守委託料
ｶﾗｰﾌﾟﾘﾝﾀｰ保守料等
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14. 賃 借 料 283 公用車ﾘｰｽ料
ﾛｰﾙﾀｵﾙﾘｰｽ料

15. 修 繕 費 940 公用車車検修理代
事務機器修理代等

16. 研 修 費 250 職員研修会参加費 30
各種技能資格取得費 220

17. 食 糧 費 13 会議等賄費
18. 厚 生 費 12 衛生検査料等
19. 会費負担金 371 日本水道協会

本部及び関西地方支部会費 58
県支部会費 6
県水受水協議会費 5
簡易水道協会事業費負担分会費 291
県公共料金等暴力対策協議会負担金 8
八市水道事業連絡協議会負担金 3

20. 保 険 料 356 水道賠償責任保険料 109
公用車損害共済保険料 150
建物損害共済保険料 60
公用車自賠責保険料 37

21. 交 際 費 10
22. 広 告 料 10 水道週間新聞広告料
23. 手 数 料 786 口座振替、ｺﾝﾋﾞﾆ収納等手数料
24. 補 償 金 33 訴訟事件裁判費用
25. 雑 支 出 30
26. 5,300 期末手当 3,000

勤勉手当 1,500

職員共済組合負担金 800

27.
貸倒引当金
繰 入 額

100

5. 減 価 償却費 212,311 122,000 90,311
1. 有 形 固 定 212,311 建物 6,060
資 産 減 価 構築物 187,229
償 却 費 機械及び装置 17,216

量水器 319
工具器具及び備品 51
車両及び備品 468

ﾘｰｽ資産減価償却費 968

賞与等引当
金繰入額
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本 年 度 前 年 度 比 較 節
款 項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区　　分 金　　額 説　　　　　　明

6. 資 産減耗費 20,100 3,100 17,000
1. 棚 卸 資 産
減 耗 費

100

2. 固 定 資 産 20,000
除 却 費

7. そ の 他 2,000 2,000
営 業 費 用

1. 材 料 費 2,000 漏水修理用材料代等
2.営業外費用 49,512 39,230 10,282

1. 支 払 利 息 24,296 25,000 704
1. 企業債利息 24,267
2. リース利息 29

2. 消 費 税 20,000 8,630 11,370
1. 消 費 税 20,000

3. 雑 支 出 5,216 5,600 384
1. 下水道料金
処 理 費

2,942 下水道料金処理関連費

2. 簡 易 水 道
料金処理費

2,274

3.特別損失 13,390 1,800 11,590

1. 固 定 資 産 300 300
売 却 損

1. 固 定 資 産
売 却 損

300

2. 過 年 度損益 500 1,500 1,000
修 正 損

1. 過年度損益
修 正 損

500

3. そ の 他
特 別 損 失

12,590 0 12,590

1. その他特別
損 失

12,590

4.予備費 1,000 1,000

1. 予 備 費 1,000 1,000
1. 予 備 費 1,000

老朽管更新等による除却費

簡易水道料金処理関連費
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資　本　的　収　入　及　び　支　出

収 入 の 部 （単位　千円）
本 年 度 前 年 度 比 較 節

款 項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区　　分 金　　額 説　　　　　　明

1.資本的収入 5,582 75,527 69,945

1.企業債 0 21,000 21,000

1. 企 業 債 0 21,000 21,000
1. 企 業 債 0

2.分担金 5,562 5,407 155

1. 分 担 金 5,562 5,407 155
1. 給水分担金 5,562 口径20mm　　248,400円×20件

口径13mm　　118,800円×5件

4.出資金 0 21,000 21,000

1. 出 資 金 0 21,000 21,000
1. 出 資 金 0

5. 国庫補助金 0 28,000 28,000

1. 国 庫補助金 0 28,000 28,000
1. 国庫補助金 0

6.他会計補助金 20 120 100

1. 他会計補助金 20 120 100
1. 他会計補助金 20 児童手当支給に係る一般会計補助金
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支 出 の 部 （単位　千円）
本 年 度 前 年 度 比 較 節

款 項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区 分 金 額 説 明

1.資本的支出 86,647 192,000 105,353

1.建設改良費 26,935 129,300 102,365

1. 営 業 設 備費 3,806 3,300 506
1. 量 水 器 2,963 口径13mm量水器
購 入 費 口径20mm量水器　　

口径25mm量水器
口径30mm量水器
口径40mm量水器他

2. 843

2. 水道建設事業費 21,552 126,000 104,448

4. 給 料 9,206 工務課職員

5. 手 当 5,860 扶養手当 882
時間外勤務手当 800
通勤手当 50
期末手当 2,470
勤勉手当 1,179
住居手当 24
地域手当 303
宿日直手当 60
児童手当 20
特殊勤務手当 72

6. 法定福利費 5,935 職員共済組合負担金 3,603
公務災害補償基金負担金 19
退職手当負担金 2,313

7. 旅 費 10 出張旅費
8. 備消耗品費 300 事務及び現場監理用消耗品
9. 燃 料 費 201 公用車ｶﾞｿﾘﾝ代
10. 通信運搬費 20 郵送料
11. 手 数 料 20

3. リース資産購入費 1,577 0 1,577
1. リース資産購入費 1,577 会計システム

2.企業債償還金 59,712 62,700 2,988
1. 企業債償還金 59,712 62,700 2,988

1. 企 業 債 59,712 企業債償還金　元金
償 還 金

機械器具及び
備品購入費

漏水探知機
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